平成２４年　職員の給与等に関する報告及び勧告の概要
１　公民較差等

	項目
	大阪府人事委員会
	（参考）人事院勧告

	公民較差（月例給）

※ 較差＝民間給与－職員給与

	▲１，５９８円　（▲0.41%）

(減額措置後　+19,047円　+5.16%）
	
	
	

	
	
	
	

	民間の特別給（ボーナス）支給月数
	　  ３．９５月
	
	　　　　3.94月
	


２　勧　告

	項目
	大阪府人事委員会
	（参考）  人事院勧告

	月例給
	○　給料表改定　【▲1,056円】（▲0.27%）
・　行政職給料表について、平均0.37%の引下げ。概ね30歳以下が在職する号給は引下げず、それよりも上位の号給を、順次、改定率を増加させ、最大0.80%の引下げ（引下げ幅の平均0.37%）。他の給料表も行政職給料表との均衡を考慮し、引下げ。
○　経過措置額の引下げ　【▲388円】（▲0.10%）
　　・　給料差額の算定基礎額を0.80%引下げ（給料表の最大改定率を適用）。
○　部長級・次長級の管理職手当の引下げ　【▲9円】（▲0.00%）
（人事委員会規則改正）
・　給料月額（定額制）の引下げに伴い、条例上の上限（25/100）の範囲内とするための改正。
○　はね返り分　【▲145円】（▲0.04%）
	○　以下の諸事情を踏まえ、俸給表の改定なし
　
　　・従来、較差が小さく俸給表等の適切な改定が困難な場合は改定を見送り。
　　・減額後は民間給与を7.67%下回っていること、減額支給措置は民間準拠による改定とは別に未曾有の国難に対処するため、平成25年度末までの間、臨時特例として行われていることを勘案。

	特別給
（期末・勤勉手当）
	○　改定なし　（民間と均衡：現行3.95月）
	○　改定なし　（民間と均衡：現行3.95月）

	実施時期等

	○　実施時期

・公布日の属する月の翌月の初日。
（公布日が月の初日であるときは、その日。）

○　年間調整

　　　・本年4月からの較差相当分解消のための所要の調整が必要。
　　　（別途、本委員会の意見として、調整にあたっては、本府独自の減額措置により、職員が現に受けている給与は既に民間を下回っていることから、その影響を考慮することが望まれると言及。）
	―――

	勧告の基本的な
考  え  方
	○　近年、本府においては、種々の改革を進める中で、特に平成20年度からの「財政再建プログラム（案）」に基づく給料カットにより、全国最低水準に近い状況にあるなど、府職員は、より一層厳しい勤務条件の下に置かれている。
○　そうした状況にあっても、多くの職員が公務員としての誇りを持ち、府民への奉仕に努めているところ。こうした職員の頑張りに応えていくことが必要であり、職員が自らの仕事に一層の誇りを持てるためにも、府民の理解と信頼に裏付けられた勤務条件を確立することが重要である。

	○　国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その変更に関し必要な報告・勧告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務。

○　勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤。

○　公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的。




３　意見（要旨）

(1)本年の給与改定について

ア　本年の民間との月例給較差

民間の賃金水準については、過去１年間の「毎月勤労統計調査」の所定内給与の状況を見ると、大阪府内では前年比のマイナス幅が全国を上回っている。

次に、本府においては、年功的な給与水準の上昇を一層抑止する取組みを進めている。較差算定の対象である行政職給料表適用職員については、本年4月時点での年齢分布を見ると、高齢層職員がなお高い割合にはあるものの、昨年同期と比べればその割合は減少傾向にあり、平均年齢が低下し、また平均給与についても、昨年同期と比べ減少している。職員構成の変化と給与制度の見直しなどによって、本府職員給与のいわゆる「ラスパイレス指数」は全国最低水準に近い状況。

本年4月分の本府職員と府内民間従業員の給与水準について比較したところ、職員給与が民間給与を1,598円（0.41％）上回ることが明らかになった。なお、職員が現に受けているのは減額措置後の引き下げられた給与である。これを前提に民間との較差を試算すると、職員給与が民間給与を19,047円（5.16％）下回っている。

イ　較差解消方策

民間との給与比較を行っている行政職給料表について、本年の較差の解消及び級、号給ごとの職員の在職状況を踏まえ、平均0.37％の引下げとし、概ね30歳以下の若年層職員が在職する号給は引下げをせず、それよりも上位の号給について、順次、改定率を増加させ、最大0.80％の引下げを行うこととした。

併せて、平成23年度からの「大阪府版公務員制度改革」の実施により給料が減額となった職員に対する経過措置として支給している給料差額について、その算定基礎となる給料月額を給料表の最大改定率である0.80％引き下げることとした。

また、人事院は、平成21年以降、医師に適用する医療職俸給表（一）は、医師の処遇を確保する観点から、引下げ改定は行なわないこととしてきた。本府においても、今後も円滑な医師の人材確保を図るため、医療職給料表（一）については、引下げ改定を行なわないことが適当と考えるものである。

ウ　所要の調整　

本年の民間との較差に基づく月例給の改定は、職員の給与水準を引き下げる内容であることから、この改定を実施するための所要の調整措置を講じた上で、遡及することなく施行日からの適用とすることがこれまでの取扱いであり、本年も同様とすることが適切。

しかしながら、本府職員にあっては、財政再建の一環としての特例的な給与の減額措置が講じられており、職員が現に受けている給与は既に民間を下回っていることから、所要の調整にあたっては、その影響を考慮することが望まれる。

エ　期末手当及び勤勉手当

職種別民間給与実態調査において、民間における特別給の合計額が月例給の3.95月分にあたることが明らかになった。現在の職員の期末手当及び勤勉手当の年間平均支給月数は、3.95月であり、民間と均衡しており、本年の改定を見送るもの。

(2)給与制度等について

1)　人事・給与政策の視点構築の必要性　

昨年4月に導入した本府独自の給料表は、従前と比べ、職員の給料が職務給の原則により適合し、府民にとってわかりやすくなったものと言える。

本委員会は今後、さらに府の組織の特性や目標に適った給与制度を確立することが重要と考えている。そのためには、府の組織の特性を踏まえ、それぞれの職に求められる役割や責任、職員の育成やキャリア形成のあり方など、総合的な観点から、府の人事政策のあり方を明確にする必要がある。

なお、課長級給料の定額化については、職務給の原則を一層徹底する観点から、積極的な検討が行われることを求める。

2)　具体的な課題　

ア　昇給・昇格制度の改正

人事院は、本年の勧告において、50歳台、特に後半層においては、民間を上回る給与差が相当程度存在している状況にあるとしている。その上で、50歳台後半層の給与水準の上昇を抑制し、世代間の給与配分を適正化する観点から、平成25年1月から、昇給及び昇格の制度について、高齢層職員の昇給効果を抑制する方向へと改める必要があるとした。

本府高齢層職員の給与水準は、同世代の国家公務員に比べ、低位に止まる傾向が見られるところであり、今般の国と同様の制度見直しは必ずしも必要とは言えない。

昇格制度の見直しは、職員が上位の職級へと昇任することに伴い職務・職責が重くなることを、給与上、適切に評価する観点から、当面は、これを残置することが妥当と考える。

他方、55歳を超える職員の昇給制度の見直しは、職務給の原則を推進するとした本府改革の方向性と一致。このため、国の改正に準じつつ、本府独自の制度を踏まえた改正を行うべき。
イ　管理職手当の改定

職員の管理職手当は、職員の給与に関する条例第11条において、「職務の級における最高の号給の給料月額の100分の25を超えない範囲内で人事委員会規則で定める」こととされているが、今般の改定で給料月額を引き下げる結果、本庁部長や本庁次長の管理職手当額が当該100分の25を超えることとなる。このため、給料表改定後において、条例上の上限を超えないよう管理職手当額を引き下げる必要があり、その対象は、定額給料の適用者相互における均衡の観点から、本庁部長や本庁次長だけではなく、行政職給料表7級及び同8級が適用される全職員とすることが適切である。

ウ　退職給付の見直し

国家公務員の退職手当を平成25年1月から段階的に引き下げる方針が閣議決定された。これが実施されれば、約15％というかつてない大幅な引下げが行われることとなる。

また、当該措置を地方公務員に適用することについて、既に所管省庁である総務省が各団体に対して、国に準じた対応を求めている。

本府は平成20年8月から、退職手当の支給額を5％減額する独自措置を講じている。既に独自の減額措置を講じていることを踏まえた対応を望むものである。

エ　府立学校長の給与を巡る情勢

本年4月に施行された府立学校条例では、校長の外部登用の拡大とともに、教員評価のための新たな仕組みの導入など、校長が学校経営の責任者として日々遂行すべき業務が詳細に定められ、これを受け、校長の給与についても種々の議論が行われている。

給与は人事委員会の権能の中枢を成すものであり、本委員会としても、議論の動向を注視し、校長給与のあり方に関する検討を進めていくこととしている。

(3)　職員の勤務環境の向上について

本府職員が全力で府民福祉の向上に努めるためには、健康であることがその大前提である。ワーク・ライフ・バランスの確保などを推し進めながら、公務能率の向上と組織活力の高揚につながる組織風土を醸成することが、今後、益々重要になる。

ア　健康管理への配慮

例えば知事部局では、精神疾患を要因とする休業者数が今なお高い水準で推移している状況。今後は、メンタル面での健康阻害を及ぼす要因をも意識した適切な組織運営が重要であり、既存事業の効果的な活用とともに、事態が深刻化する前に所要の対応を図るべく、管理・監督者の自覚が不可欠である。

イ　セクシャルハラスメント・パワーハラスメントの防止

「ハラスメント」の事案を円満な解決に結び付けるためには、早期発見、早期対応が効果的であり、職員の自覚を促すことが重要になると考える。

パワーハラスメントについては、厚生労働省が設置した検討会が、職場のパワーハラスメントに関する定義や類型を示している。職場のパワーハラスメントについて、「同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的な苦痛を与える又は、職場環境を悪化させる行為」と定義付けている。また、こうした行為を「身体的な攻撃」、「精神的な攻撃」、「人間関係からの切り離し」、「過大な要求」、「過小な要求」、「個の侵害」という６類型に分類している。

上記6分類を参考にするなど、できるだけ分りやすい形での周知や啓発に努めるべきものと考える。

ウ　時間外勤務の縮減

本府では、時間外勤務命令の年間360時間上限規制をはじめ、ゆとり週間や定時退庁日の設定といった取組みを進め、近年、徐々にではあるが、その成果がうかがえる。

引き続き、時間外勤務の縮減を組織目標に掲げつつ、年間360時間上限規制をはじめとする規制的な方策に加え、カードリーダーの導入を契機に、管理・監督者においては、職員の健康意識の醸成、ワーク・ライフ・バランスの推進など、職員の主体的なタイムマネジメントに基づく時間外勤務の縮減に留意することが必要である。

エ　ワーク・ライフ・バランスの推進

職員が健康で生き生きと活躍できるよう、職場全体としての業務の効率化を推し進め、それぞれのニーズに応じた仕事と家庭生活との良き調和を図るべく、管理・監督者をはじめとする職員一人ひとりの意識の醸成と主体的な取組みが重要。ワーク・ライフ・バランスの定着が、職員の健康や生きがいとともに、公務能率の向上と組織活力の高揚につながることを期待する。

(4)　人事制度について

ア　管理職の公募について

（ア）部長等の公募

本府の部長の職等については、職員基本条例第8条第1項により、職員からの募集も含め原則公募により任用するとされており、現在任命権者において、その制度設計等について検討されているところ。

部長の職によっては、長年の府職員としての経験がより必要とされる職もあれば、民間における幅広いマネジメント経験が有用な職もあると思われる。このことは、部長以外の職に公募対象を広げる場合においても、同様と考えられる。

公募の制度設計においては、このような事情を十分吟味した上で、公募対象や公募条件等を定めるとともに、公募に当たっては、組織の活性化や職員のやる気等への影響も十分に検証した上で実施されることが必要と考えられる。

（イ）府立学校校長の公募

府立学校の校長については、大阪府立学校条例第16条第1項により、原則公募により任用するとされている。これまでも府立学校の校長の職については、一部公募の実績があり、民間人の校長も任期付任用されているところであるが、段階的にとはいえ全ての校長の職を公募によることは、任用形態に大きな変化をもたらすものである。

現在、教育委員会において、具体的な準備がなされているところ。校長の職の公募が、教職員のやる気を引き出し、ひいては学校運営の活性化や教育環境の充実につながるよう取り組まれたい。

イ　人事評価制度

一般行政部門に属する職員については、来年4月から相対評価による人事評価が実施されることとなっている。

人事評価は、「職員の資質、能力及び執務意欲の向上を図ることを目的」としたものであり、その趣旨が貫徹されるためには、相対評価に対する職員の不安感を払拭し、職員の理解や納得を得られるものであることが求められる。

本年度、その試行が行われているところであり、今後、制度設計が行われることとなっている。上述の目的が十分に達成できる評価制度を構築されるよう望むものである。

ウ　女性登用

本府における管理職に占める女性の割合は上昇傾向にあり、一定の改善が見られる。こうした中、引き続き、女性の職員の割合を高めていくには、新たな分野に挑戦できる環境を整備するとともに、昇任対象者となる女性管理職候補を育成していく必要がある。そして、この層を将来の組織を担う人材として育成し、登用につなげていくことが、人材の活用の観点から重要となると考える。

(5)　公務員制度をめぐる諸情勢について

ア　高齢期における職員の雇用問題

平成25年度以降、公的年金（報酬比例部分）の支給開始年齢が引き上げられることに伴い、雇用と年金の期間をどう接続させるかが公民共通の課題となっている。
60歳を超えた高齢期の職員の雇用のあり方を考えるに当たっては、社会的要請を踏まえた検討が必要。特に、公務分野の高齢期職員が培ってきた「公」の意識や知識・経験を公務内だけでなく、民間における様々な分野や取組みに活かすことは、社会の発展にも大きく寄与。
本府においても、来るべき年金支給開始年齢の引上げに備え、雇用と年金の円滑な接続方策の在り方や高齢期職員の能力・適性を公務内外に活かす取組みについて、全庁的な検討と準備を早急に進めるべき。

イ　自律的労使関係制度の構築について　

公務員への労働協約締結権付与を柱の一つとする「国家公務員制度改革基本法」が平成20年6月に制定されて以降、その具体化に向けた様々な検討が行われてきた。
総務省は、今回の改革は、「団体交渉を通じて自律的に勤務条件を変革し、時代の変化や新たな政策課題に対応し、主体的に人事・給与制度の改革に取り組むことができる仕組みとすることを目的としたもの」としている。

他方、地方の側は慎重な姿勢。「全国人事委員会連合会」も、総務省に対し、地方の勤務条件決定過程に大きな混乱を招く恐れがあるとして、慎重に検討することが不可欠である旨、意見表明を行った。

慎重論が根強い理由は多々あるが、市場による抑制が働かない公務部門においては、労使交渉の不調が多発し、問題解決が長期化するなど、交渉にかかるコストが大幅に増加する恐れがある。

上記のような現実的な諸課題は決して小さなものではなく、今後、十分に議論が尽くされるべき。

ウ　賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の研究

本年4月に職員基本条例が施行され、その中で、人事委員会は直近の賃金構造基本統計調査その他公共的団体が行う賃金に関する調査を参考として活用しなければならない旨、定められた。

本年は、いわゆる「昇給カーブ」のあり方に関して、賃金センサスの複数年データを用いて、高齢層従業員の給与水準等民間の傾向を参照したところ。さらに今後の活用方策について、引き続き検討を進める考えである。

エ　本府独自の給与減額措置

本府は現在、民間準拠に基づかない独自の大幅な給与減額措置をとっている。これは、危機的とされる本府財政を背景に、職員に一定の負担を求めながら財政再建を進めることを趣旨とするものであり、本委員会としても、諸事情を踏まえ、遺憾であるがやむを得ないと考える旨、見解を示してきた。

本年度の引下げは、民間準拠の観点から、やむを得ないものではあるが、本府独自の給与減額措置と相まって職員の生活に大きな影響を及ぼすことに違いはない。今後、財政再建が着実に推進され、独自の給与減額措置を可及的速やかに解消することを望むものである。

▲273円（▲0.07%）





（減額措置後　＋28,610円　＋7.67%）
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